
豊見城市公告第31号

豊見城市プロポーザル方式の実施に関する要領に基づき、公募型プロポーザル方式により契

約の相手方を選定するため、次のとおり公告する。

令和 8年 8月 3日

豊見城市長 徳元

豊見城市自動運転公共交通サービス導入検討委託業務公募型プロポーザル実施要領

1,対象業務の目的

豊見城市 (以下、「本市」という。)では、令和 6年度および令和 7年度において自動

運転バスの実証運行が実施され、技術面・運行面における貴重な知見の蓄積が進んできた

ところである。

今後、自動運転技術を「公共交通サービス」として位置づけ、社会実装へと踏み出すに

あたっては、持続可能な公共交通のあり方、既存の公共交通体系との関係性、地域社会の

受容性など、地域の実態に即した多様な課題を的確に把握・解決していくことが重要であ

る。

本業務は、地域の公共交通の現状およびこれまでの実証成果を踏まえ、関係省庁が策定

した最新の指針等に基づき、地域特性や市民ニーズ等を多角的に整理するとともに、直面

する具体的な課題を客観的に検証した上で、自動運転公共交通サービスの導入可否に係る

本市の意思決定を支える客観的な判断基準 (GO/NO― GO基準)お よび将来の本格運行に

向けた段階的なロードマップを策定するものである。

2.対象業務名等

(1)対象業務名

豊見城市自動運転公共交通サービス導入検討委託業務

(2)業務場所

豊見城市内

(3)業務内容

別に定める「業務仕様書」 (以下「仕様書」という。)の とお りとする。

ただし、契約時における仕様書は、優先交渉権者として選定された事業者の企画提案

に応じて変更することができる。
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(4)履行期間

契約締結日の翌日から令和 9年 3月 12日 まで

3.対象業務の全体スケジユール及び提案書特定までの事務手順

(1)対象業務の全体スケジュール

履行期間の間で、提案を踏まえ全体スケジュールを決定する。

(2)提案書特定までの事務手順

※ 日程の一部を変更する場合がある。その場合は、本市ホームページ等で周知する。

※ 資料は本市ホームページから入手すること。

4.プ ロポーザル方式等の採用の具体的な理由

広く候補者を募集し、参加表明があり資格要件を満たした者から企画提案書の提出を受

け、本業務の履行に最も適した候補者を決定することで、優れた成果が期待できるため。

5.プ ロポーザル方式等の種別

公募型プロポーザル方式

6。 応募条件、応募方法、募集期間及び提案要請者選定基準

(1)応募条件

参加表明書又は、企画提案書を提出しようとする者は、次に掲げる資格等を満た

していること。

① 参加者に共通して求める要件
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項 目 日程 備考

1 公募の開始 (公告) 令 和 8年  8 月  3 日 (月 )

2 資料の配布 公告の日から

3 質問期限 令 和 8年  8 月 14 日 (金 )

4 質問に対する回答期限 令 不日 8年  8 月 21 日 (金 )

5 参加表明書の提出期限 令 和 8年  8 月 21 日 (金 )

6 1次審査の結果通知 令 不日 8年  8 月 26 日 (水 )

7 企画提案書の提出期限 令 和 8年  9 月 14 日 (月 )

8
企画提案書等に基づく

プレゼンテーション
令 不日 8年  9 月 25 日 (金 )

9 審査結果の通知 令 和 8年  9 月 28 日 (月 )

10 優先交渉権者との詳細協議 令 和 8年 10 月 16 日 (金 ) 終了予定日

11 契約の締結 令 不日 8年  10 月   中旬



ア  地方自治法施行令 (昭和 22年政令第 16号)第 167条の 4の規定に該

当していないこと。

イ  参加表明書及び企画提案書を提出する時点の双方において、豊見城市指

名競争入札参加者の指名等に関する要綱 (平成 4年豊見城村訓令第 4号 )

第 8条の規定による指名停止の措置を受けていない者であること。

ウ  会社更生法 (平成 14年法律第 154号)第 17条の規定による更生手続開

始の申立て又は民事再生法 (平成 H年法律第 225号)第 21条の規定によ

る再生手続開始の申立てがなされていない者であること。 (会社更生法の

規定による更生手続開始の申立てがなされた者であっても、手続開始の決

定後、経営事項審査を受け、本市の入札参加資格審査申請書を再度提出

し、市の審査を経て有資格業者として認定された者で更生計画の認可が決

定されたもの又は再生計画の認可の決定が確定されたものは除く。)

工 沖縄県内に本店又は支店、営業所、事務所等を有すること。

オ 沖縄県内外において同種、又は類似する業務実績があること。

(ア )同種業務 :【地域公共交通計画策定に係る調査検討業務】

(イ )類似業務 :【その他モビジティや交通施策に関する調査検討業務】

力 応募は単独に限らず、共同企業体でも可とし、その場合の条件は、次のと

おりとする。

(ア )共同企業体の各構成員は、 6「応募条件、応募方法、募集期間及び提

案要請者選定基準」 (1)①アから工の条件を満たしていること。

(イ )共同企業体の代表者は、 6「応募条件、応募方法、募集期間及び提案

要請者選定基準」 (1)①オの条件を満たしていること。

(ウ )各構成員は、分担業務に応じて 1名以上の担当技術者を配置するこ

と。また、共同企業体の代表者は、管理技術者を配置すること。

(工)共同企業体協定書を提出すること。

(オ)出資比率は、「共同企業体の在り方について」 (昭和 62年 8月 17

日建設省中建審発第 12号)を参照し、適切に定めること。

(力 )共同企業体の構成員は、他の共同企業体の構成員となることはできな

② 技術者の要件
本業務を実施するにあたり、受注者は、管理技術者、技術者を定め、本市に

届け出るものとする。管理技術者は、本業務の全般に亘る業務管理を行う事と

し、選任する場合は、技術上の管理を行うために必要な能力と技術を有する技

術資格を保有する者などの本業務に精通した者でなければならない。

管理技術者に必要とされる資格は、次のいずれかとする。
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ア 技術士 (総合技術監理部門 :選択科目を「建設」)

イ 技術士 (建設部門 :選択科目を「都市及び地方計画」又は「道路」)

ウ RCCM(登 録部門 :「都市計画及び地方計画」又は「道路」)

(2)応募方法

① 企画提案に係る質問及び回答

ア 質問方法

様式第 1号「質問書」を使用し、質問書に記載されているメールアドレ

ス宛行うこと。なお、質問の受付有無は、質問書に記載されている電話番

号宛に確認を行うこと。ただし、電話での業務内容等の質問は、受け付け

ない。

※質問件名は、「本業務名 (企業名)」 とすること。

※質問に回答できるよう返信用のメールアドレスを記載すること。

イ 質問期限
3.「対象業務の全体スケジュール及び提案書特定までの事務手順 (2)

提案書特定までの事務手順」の項番 3に定める期限のとおりとする。

ウ 回答方法

本市ホームページ及び質問者ヘメールにて回答する。

工 質問に対する回答期限

3.「対象業務の全体スケジュール及び提案書特定までの事務手順 (2)

提案書特定までの事務手順」の項番 4に定める期限のとおりとする。

② 参加表明書の提出

参加を希望するものは、下記により参加表明書及び確認資料等を提出しなけ

ればならない。

ア 参加表明書の提出期間、提出場所及び方法等

(ア )提出期間 :3「対象業務の全体スケジュール及び提案書特定までの事

務手順 (2)提案書特定までの事務手順Jの項番 5に定める期限のと

おりとする。

(イ )受付時間 :豊見城市役所開庁日の午前 9時から午前 12時、午後 1時

から午後 5時

(ウ )提出方法等 :持参又は、郵送により提出。なお、郵送においては提出

期間内必着とする。

(工)提出部数 :A4フ ラットフアイル 2部 (正 1部、副 1部 )

(オ)提出場所 :

〒901-0292沖縄県豊見城市宜保一丁目 1番地 1
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豊見城市都市計画部都市計画課交通政策班

電言舌番号 098-850‐ 5332

イ 提出書類

(ア )様式第 2号「参加表明書」

(イ )様式第 3号「誓約書」

(ウ )様式第 4号「会社の概要」

(工)様式第 5号「国、沖縄県、その他地方公共団体から受けた企業の優良

業務表彰の実績」

(オ)様式第 6号「業務実施体制」

(力 )様式第 7号「予定管理技術者の経歴等」

(キ )様式第 8号「予定管理技術者の同種又は類似業務実績等」

(ク )様式第 9号「予定担当技術者の経歴等」

ウ 参加表明書の無効

必要な要件のため、添付を義務づけた参加表明書等において、添付がな

く、記載内容の確認ができない場合は、書類不備により必要な要件の確認

ができないとして失格とする場合があるので注意すること。

③ 企画提案書等に基づくプレゼンテーション

ア 実施日

3「対象業務の全体スケジュール及び提案書特定までの事務手順 (2)提

案書特定までの事務手順」の項番 8に定める日程のとおりとする。

イ 実施場所

豊見城市役所

ウ その他
プレゼンテーションヘの出席者は、3名以内とする。なお、参加表明書

及び企画提案書を基に、本業務を担当する管理技術者又は担当技術者が説

明を行うものとする。

(3)提案要請者選定基準

参加表明書の提出が多数の場合、別に定める「豊見城市自動運転公共交通サービ

ス導入検討委託業務公募型プロポーザル審査要領」に記載の書類審査 (以下、「第

1次審査」という。)に より、参加資格を有すると認められた参加希望者へ企画提

案書の提案要請を行う。なお、第 1次審査の結果は、参加表明書に記載されている

メールアドレスヘ令和 8年 8月 26日 (水)ま でに通知する。
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(1)審査

審査は、書類審査と提出書類に基づくプレゼンテーションの内容について審査

し、提案書を特定するための評価基準に基づき、採点を行う。

(2)優先交渉権者の選定

別に定める「豊見城市自動運転公共交通サービス導入検討委託業務公募型プ
ロポ

ーザル審査要領」のとおりとする。

(3)優先交渉権者の決定

優先交渉権者は、令和 8年 9月 28日 (月 )ま でに決定するとし、参加表明書に記

載されているメールアドレスヘ同日までに通知する。

8,提案書の公開又は非公開の別

非公開

※豊見城市情報公開条例 (令和 4年条例第 27号 )に基づき、情報公開請求があつた場

合、提出書類等の一部、又は全部を公開することがある。

9,提案書作成要領

(1)提出資格

参加表明書を提出した者を提出資格者とする。ただし、参加表明書の提出が多数

の場合、第 1次審査の結果により企画提案書の提案要請を受けた者を提出資格者と

する。

(2)提出期間、提出場所及び提出方法

① 提出期間
令和8年 8月 26日 (水)から令和 8年 9月 14日 (月 )まで

② 受付時間
豊見城市役所開庁日の午前 9時から午前 12時、午後 1時から午後 5時

③ 提出方法等
持参又は、郵送により提出するものとする。なお、郵送の場合、提出期間で

の必着とする。

④ 提出部数
A4フ ラットフアイル 9部 (正 1部、副 8部 )

⑤ 提出先
6「応募条件、応募方法、募集期間及び提案要請者選定基準」 (2)②ア

(オ )提出場所を参照すること。

④ 提出書類
A4版縦置き・横書きを基本とし、簡潔明瞭に作成すること。
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ア 様式第 10号「企画提案書」

イ 様式第 11号「業務実施方針、業務内容 (フ ロー)、 実施スケジュール

(案 )」

ウ 様式第 12号「業務概要に対する貴社の提案 【特定テーマ】」

業務に対する提案者の提案で、様式に記載されている特定テーマに対す

る取り組み方法を具体的に記載すること。1テーマにつきA4版 1枚以内

に記載すること。

工 様式第 13号「参考積算見積書」

様式は、自由とする。ただし、積算の費目については、業務概要の項目

毎に各積算費目の内訳 (人件費、直接経費、一般管理費、消費税等)を記

載し、本業務を実施するにあたリー切の費用を積算すること。 (設計業務

等標準積算基準書 (調査、計画業務)を参照)

オ 様式第 14号「参考見積 (歩掛)」

仕様書に基づき、人件費における人工を記載すること。

10.見積限度額

上限額 :4,510千 円 (消費税及び地方消費税を含む)

※予算額 (4,510千 円)

※なお、企画提案のための上限金額を示したものであり、契約金額ではない。

H.仕様書

別添「仕様書」のとおりとする。

12,そ の他事項

(1)企画提案書の無効

本公告において記載された事項以外の内容を合む場合、又は別添の書式に示され

た条件に適合しないものについては、無効とする場合があるので注意すること。

(2)企画提案書に基づく業務

実際の業務に際しては、企画提案書に基づき、業務計画書作成及び実業務を行う

ものとする。企画提案書の内容が受注者の責により実施されなかった場合は、契約

書に基づき補修の請求、又は補修に代え若しくは補修とともに損害の賠償の請求を

行うことができる。

(3)提案書等記載内容の実態調査

提案書等に記載した内容が正当であるかを確認するため、提案者
ヘヒアリングを

行う場合がある。なお、日程等の詳細は個別に通知する。
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(4)提案書等の拘束力

契約書に添付する仕様書は、提案書等をもとに双方協議の上で作成する。

(5)提案書等の取扱い

① 提出された書類は、情報公開の対象となり、豊見城市情報公開及び個人情報保

護に関する条例 (平成 14年条例第 35号)に基づき、公開することがある。

② 提出された書類は、返却を行わない。

③ 企画提案書等の記述が著作権などの日本国の法令に基づいて保護される第二者

の権利の対象となつているものを使用したことにより、生じる責任は、入札参

加者が負う。

④ 選定手続き等に必要な範囲で提案書等は複製することがある。

(6)辞退手続

参加表明書を提出した後に、やむを得ず企画提案書の提出を辞退する場合、速やかに

様式第 15号「辞退届Jを 6「応募条件、応募方法、募集期間及び提案要請者選定基

準」 (2)②ア (オ)提出先へ提出すること。
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